
リモートセンシングデータを活用した 
山村部における地籍調査
効率的手法推進基本調査への取り組み

はじめに
人口減少社会に対応した土地政策の再構築と地籍調査

のスピードアップに向け、令和 2 年 3 月 31 日、「土地基
本法等の一部を改正する法律」が公布されました。改正
のポイントは、土地の適正な利用・管理の確保と地籍調
査の円滑化・迅速化です。令和 2 年度より第 7 次国土調
査事業十箇年計画が始まり、地籍調査での固定資産課税
台帳の利用など調査手続の見直し、そして地域特性に応
じた効率的調査手法の導入の促進が、迅速かつ効率的な
実施を図るための措置として計画に位置付けられました。

アジア航測は、国土交通省土地・建設産業局（現 不動産・
建設経済局）の平成 29 年度山村境界基本調査に関する
業務（富山県入善町：航空レーザ測量）、山村境界基本調
査に関する業務（富山県小矢部市：ドローンレーザ測量）
から、リモートセンシング技術を用いた山村部の地籍調
査手法の導入に向けた実証に関わってきました。

本稿では、国が推進する山村部におけるリモートセン
シングデータを活用した新しい地籍調査手法について概
説し、次稿では具体的な技術的手法等を紹介します。

リモートセンシング手法とその特徴
山村部では土地所有者等の高齢化や離村が進み、急峻

で広大な山林現地での立会いや地籍図根細部測量など従
来の方法による地籍の調査や測量作業が負担となってい
ます。そこで、調査や作業を効率化するため、空中写真
や航空レーザ測量などによるリモートセンシングデータ
を活用した新たな手法が導入されました。

新手法は、過去の空中写真アーカイブ、航空レーザ測
量で得られる微地形図、樹高区分図及び林相識別図など
を用いて筆界案を作成し、現地での立会いなく、集会所
等で関係者が筆界案を確認すること、筆界点の座標値を
一括して算出することなどを特長としています（図 1）。

新手法が適用できる地区は、土地所有者の高齢化等に
よる現地立会いが困難なことが想定され、リモートセン
シング技術を活用した本手法の地籍調査への採用に同意
する土地所有者が多いこと、公図と現況とが一定程度整
合していることなどの要件を備えた山村部（精度区分：
乙 2、乙 3）です。特に重要な要件は、地域の土地の境
界に関する情報を有する現地精通者の存在です。既存資
料の収集・分析、現地調査や筆界の推定などにおいて現
地精通者からの証言を享受することで、土地の境界に関
する有用な情報を効率的に取得・整備し、土地の境界に
関する重要な情報を保全することができます。
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図1　リモートセンシングデータを活用した山村部における地籍調査の流れ
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